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年率＋1.4％と 1次速報から小幅に 
上方修正（4～6月期2次 QE） 

 
 

○ 2026年4～6月期の実質GDP（2次速報値）は前期比＋0.4％（年率＋1.4％）と、1次速報の前期比＋

0.3％（年率＋1.1％）から小幅に上方修正 

○ 法人企業統計を受けた設備投資の上振れが主因。一方、GDPの約半分を占める個人消費は、1次速

報からほぼ変わらず前期比横ばいとなり、精彩を欠く結果 

○ 7～9月期は個人消費や設備投資が回復する一方、在庫減少や輸入増加が下押しし、成長率は前期比

ほぼ横ばいと予想。日本銀行は、9月会合で政策金利を1％から1.25％に引き上げる見込み 

 

 

4～6月期の実質GDP（2次

速報値）は1次速報から小

幅に上方修正 

2026年4～6月期の実質GDP成長率（2次速報値）は、前期比＋0.4％（年率

＋1.4％）と、1次速報の前期比＋0.3％（年率＋1.1％）から小幅に上方修正

された（図表）。法人企業統計調査の結果を受けて、設備投資が上方修正さ

れたことが主な要因である。 

一方、GDPの約半分を占める個人消費は、1次速報からほぼ変わらず前期比

横ばいであり、精彩を欠く結果だ。4～6月期は、実質GDP全体では在庫増加

や輸入減少により年率＋1％を超える成長となったものの、内需にそこまで

の力強さはみられない。以下、需要項目別に4～6月期実質GDPの改定要因と

経済動向について見ていこう。 

図表 2026年 4～6月期 GDP（2次速報） 

 
 

(注) 図の項目別寄与度の合計は、誤差により実質 GDPに完全に一致しない。表の値は、言及がない限り実質前期比（％）、括弧内は実質 GDP

前期比に対する寄与度（％Pt）。最新四半期の赤色は上方修正、青色は下方修正を意味する 

(出所) 内閣府「四半期別 GDP 速報」より、みずほ総合研究所調査部作成 
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2025 2026 1次QE

4～6 7～9 10～12 1～3 4～6

実質GDP 0.1 ▲0.4 0.3 0.5 0.4 0.3 

（前期比年率） 0.5 ▲1.5 1.1 1.9 1.4 1.1 

（前年比） 2.0 0.6 0.4 0.6 0.9 0.7 

内需 0.2 ▲0.2 0.2 0.2 ▲0.1 ▲0.2 

民需 0.1 ▲0.3 0.2 0.0 0.1 0.0 

個人消費 0.1 0.6 0.2 0.4 0.0 ▲0.0 

住宅投資 0.6 ▲7.9 5.0 0.9 ▲0.6 ▲0.5 

設備投資 1.3 ▲0.2 1.3 ▲1.0 ▲0.9 ▲1.2 

民間在庫 (▲0.3) (▲0.1) (▲0.4) (▲0.1) (0.3) (0.3)

公需 0.5 ▲0.1 0.2 0.5 ▲0.8 ▲0.8 

政府消費 0.5 0.2 0.4 0.4 1.7 1.6 

公共投資 0.9 ▲1.1 ▲0.5 1.4 ▲0.5 ▲0.1 

公的在庫 (▲0.0) (0.0) (▲0.0) (▲0.0) (▲0.5) (▲0.5)

外需 (▲0.0) (▲0.2) (0.1) (0.3) (0.5) (0.5)

輸出 1.7 ▲1.4 0.1 1.7 0.4 0.5 

輸入 1.8 ▲0.6 ▲0.2 0.3 ▲1.7 ▲1.5 

名目GDP 1.8 0.3 0.9 0.8 1.3 1.2 

GDPデフレーター（前年比） 3.3 3.5 3.4 3.2 2.6 2.6 
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設備投資は上方修正 4～6月期の設備投資は、法人企業統計調査の結果を受けて前期比▲0.9％

と、1次速報（同▲1.2％）から上方修正された。1次速報と同様に前期比マ

イナスとなったが、特許権の海外譲渡に伴う研究開発投資の下振れが一時的

要因として影響した模様であり、設備投資の実勢は今回の結果ほど弱くない

とみられる。 

法人企業統計調査を用いて4～6月期の設備投資額（ソフトウェアを含み、

金融・保険業を除く。季節調整値）を業種別にみると、非製造業が前期比＋

2.0％（1～3月期：同▲3.1％）と持ち直した。非製造業では、とりわけ実物

投資が押し上げ要因になった。一方、製造業は同＋0.4％（1～3月期：同＋

0.7％）と小幅な伸びにとどまった。中東情勢の先行き不透明感を背景に、

直近の投資が一部先送りされた可能性があるほか、政府の「大胆な投資促進

税制」の開始を控え、実施時期の調整が生じた可能性が指摘できる。 

その他の需要項目は1次

速報から大きく変わら

ず。個人消費は前期比横

ばい 

設備投資以外の需要項目は、1次速報から大きく変わっていない。 

4～6月期の個人消費は前期比＋0.0％と、1次速報（同▲0.0％）と同様に

前期からほぼ横ばいとなった。2次速報の結果を財・サービス別にみると、

自動車やエアコンの「特需」を受けて耐久財消費が増加した一方、非耐久財

消費やサービス消費が前期から減少した。タバコの値上げや授業料等の無償

化といった特殊要因があったものの、所得環境が改善する中で消費は全体と

して伸び悩んでおり、精彩を欠く結果と言えよう。 

住宅投資は前期比マイナ

ス 

住宅投資は前期比▲0.6％になり、1次速報（同▲0.5％）からわずかに下

方修正された。中東情勢の緊迫化による影響を受け、4～5月を中心に塗料な

どの資材不足による着工遅れが生じたことが、住宅投資が伸び悩む要因にな

ったとみられる。 

民間在庫は1次速報並み

の結果 

民間在庫変動には、法人企業統計調査による原材料在庫や仕掛品在庫の推

計値が新たに反映されたが、実質GDPの前期比変化率に対する寄与度は＋

0.3％Ptと1次速報どおりの結果になった。中東情勢の緊迫化に伴い、石油化

学製品などの供給不足懸念から前倒し発注が行われ、在庫を厚めに確保する

動きが広がったことが、4～6月期の在庫増加につながったと考えられる。 

公的需要は1次速報から

変わらず 

公的需要は前期比▲0.8％と1次速報（同▲0.8％）から変わらず、引き続

き公的在庫の減少が押し下げ要因になった。 

内訳をみると、公共投資には6月分の建設総合統計の結果が反映され、前

期比▲0.5％と1次速報（同▲0.1％）から下方修正された。中東情勢の緊迫

化に伴う資材不足の発生が、公共建設工事の進捗遅れにつながった可能性が

ある。 

一方、政府消費は前期比＋1.7％（1次速報：同＋1.6％）から小幅に上方修

正された。政府消費の増加には、医療・介護費の増加に加え、高校授業料・

小学校給食費の無償化が影響したとみられる。 
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公的在庫変動は、実質GDPの前期比変化率に対する寄与度が▲0.5％Ptと、

1次速報から変わらなかった。中東からの原油輸入減少を受けた国家備蓄原

油の放出が、公的在庫を押し下げている。 

外需では、輸出入ともに

小幅下方修正 

外需では、輸出が前期比＋0.4％（1次速報：同＋0.5％）、輸入が同▲1.7％

（1次速報：同▲1.5％）と、それぞれ小幅に下方修正された。実質GDPの前

期比変化率に対する外需の寄与度は＋0.5％Ptと、1次速報（＋0.5％Pt）ど

おりの結果になった。 

2026年7～ 9月期の実質

GDPはほぼ横ばいと予想 

以上のとおり、4～6月期の2次速報では、主に設備投資の上振れによって

実質GDP成長率が小幅に上方修正された。ただし、個人消費は引き続き前期

比横ばい圏であり、国内需要が力強いとは言えない内容だ。 

先行きについてみると、7～9月期は個人消費や設備投資といった内需が緩

やかに拡大する一方、民間在庫の反動減や輸入の増加が下押し要因になり、

実質GDPは前期比でほぼ横ばいになると予想する。 

個人消費では、4～6月期に生じた自動車やエアコンの「特需」が縮小する

一方、非耐久財やサービスの一時的な押し下げ要因が剥落するだろう。物価

面では、原油高を起点とする石油化学製品などへの価格転嫁が進み、夏場以

降にインフレ率が再加速するが、夏場の電気・ガス代支援はそうした影響を

一部緩和する要因になる。地震・豪雨など、相次ぐ自然災害による影響が懸

念されるものの、総じてみれば、個人消費は所得環境の改善を背景に緩やか

に回復する見込みだ。 

設備投資は、研究開発投資の一時的な下振れ要因が剥落することに加え、

AI・データセンター関連の投資需要の強さや、令和8年度税制改正で創設さ

れた「大胆な投資促進税制」の施行（7月31日）による効果も徐々に現れる

とみられ、前期比増加に転じると見込まれる。 

外需では、AI・半導体関連を中心に財輸出が持ち直すとみられるが、研究

開発関連のサービス輸出で4～6月期急増の反動が現れ、輸出の押し下げ要因

になる点には注意が必要だ。輸入面では、代替調達の進展による原油輸入の

増加が、成長率に対してマイナスに働くと予想する。ただし、国家備蓄原油

の放出停止により公的在庫変動の寄与度がプラスに転換することで、マイナ

ス影響の一部が相殺されると考えられる。 

日銀は9月会合で追加利

上げを行う見込み。今回

利上げにより、家計全体

で年間約0.4兆円のプラ

ス影響が生じると試算 

金融政策については、9月17・18日に開催される金融政策決定会合におい

て、日本銀行が政策金利を現行の1％から1.25％に引き上げると予想する。

マイナス金利政策を解除した2024年3月以降、日銀は平均して半年に1回程度

の緩やかなペースで利上げを行ってきたが、9月会合で追加利上げを実施す

れば「3カ月に1回」（前回利上げは6月会合）になり、ペースが「倍速」に

なる格好だ。 

今回の利上げによる家計への影響を試算すると、家計全体では年間0.4兆
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円程度の所得増加要因になる見込みだ。普通預金金利の引き上げによる利息

収入の増加が主な要因である。1世帯当たりにすると、二人以上世帯全体の

平均で年間約0.6万円のプラスである。金融資産を多く保有する60～70歳代

の高齢世帯を中心に、恩恵が生じる格好だ。 

一方、住宅ローンなどの負債を保有する世帯では、平均で年間約▲1.9万

円のマイナス影響が生じる。とりわけ20～30歳代の若年世帯では年間▲4～

5万円程度の利払い負担増が生じると試算され、金利上昇によるメリット・

デメリットの差が一段と拡大するだろう（なお、利上げ影響の試算結果につ

いては、今後公表するレポートで詳細な内容を掲載する予定である）。 
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